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1 研究目的 

 

本研究は、「南海トラフ地震臨時情報」（以下、臨時情報）について、イベント等（たとえば、沿

岸施設での音楽イベントや海水浴場のオープンなど）の延期や取りやめの適否を可能な限り客

観的に判定可能なツールとして、研究代表者らが開発した「逃げトレ View」を活用し社会実装

するための実践的な研究を学際的なチームで推進することを目的とした。 

 臨時情報の制度創設にあたって、同情報に最も強く期待されていた減災上の効果は、沿岸部

に暮らす高齢者や障害者等の避難行動要支援者の事前避難である。これを受けて、具体的に

どのような人びとが事前避難すべきかについて可能な限り客観的に判断可能なツールとして、

研究代表者らは、避難戦略検討システム「逃げトレ View」を開発した（矢守, 2024）。 

さて、2024 年 8 月、日向灘地震の発生直後に、史上初めて発表された臨時情報について、

避難行動要支援者の事前避難の課題以上に社会的課題となったのが、海水浴場をオープンし

てよいのか、予定されていたイベントを実施してよいのかなどに関する判断であった。この事

実を踏まえて、本研究では、「逃げトレView」をこうした社会的判断を支援するツールとして再

編成（追加的なプログラムの開発）するとともに、社会に実装するための社会実験（ワークショ

ップ等）を実施することを具体的な研究目的として設定した。 

 

2 研究経過の概要 

 

第 1 に、臨時情報発表時の避難行動要支援者の事前避難の要否について検討するために既

往研究で開発した「逃げトレ View」を、沿岸部でのイベント等の開催の適否に関する判断を支

援するツールとして再編成するために必要な追加的なプログラム開発とユーザインターフェー

スの改修を実施した。 

第 2 に、開発した新機能を実装した「逃げトレ View」を活用するためのワークショップを開

催して、ユーザビリティに関する検証を行った。実際の現場（海水浴場、沿岸部の観光地など）

で、避難訓練を通じて「逃げトレ View」の新機能に関する社会実験を実施した。 

第 3 に、臨時情報発表時の自治体対応について検討するための自治体職員ワークショップ

を開催した。このワークショップで、「逃げトレ View」を用いた要支援者等の事前避難に要否

判断についても取り上げた。具体的には、2025 年 7 月、高知県須崎市と佐川町において 2

回、ワークショップを実施、合計で 100 名以上の自治体職員が参加した。 

 

3 主たる研究成果 

 

（1）第 1 研究：「逃げトレ View」の改修 

 

 第 1 研究の成果としては、まず、「逃げトレ View」の位置づけについて、それ以前に開発済の

避難訓練支援アプリ「逃げトレ」との関係を明示しつつ、図 1 のように整理した。個人の避難行

動の支援と改善を目的とするアプリ「逃げトレ」によって収集された大量の避難行動ログデー

タを用いて地域社会等における集合的な避難行動を分析するためのツールが「逃げトレ View」

という関係になる。 

次に、「逃げトレ View」が有する機能を、図 2 のように、「津波避難行動タイムラプス」と「分

析ダッシュボード」の 2 つに整理した。「津波避難行動タイムラプス」は、避難行動の軌跡と津波

浸水エリアを、時間の経過に伴って動く様子を同時にマップ上で確認できるツールである。ま

た、「分析ダッシュボード」は、一人ひとりの訓練の成否や移動時間、津波の再接近時間などを

マップ上に点で表現し、それらの地区平均を面で表現することができるツールである。 

以上 2 つの機能を用いることで、たとえば、海岸沿いの大型集客施設を含む地域について、

仮に突発的に地震・津波が発生して避難が実施された場合、その成否はどの程度なのか。とり

わけ、何ら対策が行われない場合と何らかの避難誘導が行われた場合とでどのくらいの差違



があるのか、また、避難者の移動速度が（たとえば、周辺の液状化や道路閉塞などによって）低

下した場合にどの程度悪影響がでるのかなど、臨時情報発表時に求められる対策の程度を推

定するための基礎データを得ることができる。 

 

図 1 アプリ「逃げトレ」と WEB ツール「逃げトレ View」 

 

 

 

図 2 津波避難行動タイムラプスと分析タッシュボード 

 

 

（2）第 2 研究：「逃げトレ View」活用のためのワークショップ（社会実験） 

 

 第 2 研究の成果のベースとなったのは、宮崎県宮崎市青島地区で実施されていた、「逃げト

レ」および「逃げトレ View」β版を活用した高校生を中心とした防災学習であった。すなわち、



本研究の開始に先立つ 2024 年８月８日 16 時 42 分、日向灘の地震（Mw7.0）が発生した

際に、同地区において実際に「逃げトレ」を使った避難訓練が偶然実施されていた。津波リスク

を想定した状況下で、「逃げトレ」および「逃げトレ View」β版で学んでいたことを生かして、こ

の実際の災害発生時に、生徒たちは周囲の観光客や地域住民に対して率先避難者としての役

割を十分に果たし、多くの人の迅速な避難を促した（図 3）。 

 

 

 

図 3 日向灘地震発生当日に実施されていた避難訓練と実際の災害発生時の様子 

 

 以上の成果を受けて、本研究では、その後も、高知県と宮崎県内を中心に、「逃げトレ」と「逃

げトレ View」を用いた避難訓練とワークショップを反復した（図 4）。その結果、臨時情報発表

時、さらに突発的な地震発生時の津波避難について、「逃げトレ View」による解析結果をもと

に、新たな新たな避難場所や避難ルートが設定されたり、新たな表示板が設置されたりといっ

た実務上の成果を達成することができた。 

 

図 4 「逃げトレ View」を用いた避難訓練の振り返りワークショップの様子 

 

以上のプロセスを経て、「逃げトレ View」について、臨時情報対応を含めて、図 5 および図

6 に示した社会実装のパターンを同定し、ホームページやマスメディア報道等を通して公開し、

実際の運用を開始することができた。 



 

 

図 5 「逃げトレ View」の社会実装パターン（その 1） 

 

 

図 6 「逃げトレ View」の社会実装パターン（その 2） 

 

 

（3）第 3 研究：臨時情報対応に関する自治体職員ワークショップ 

 

第 3 に、臨時情報発表時の自治体対応について検討するための自治体職員ワークショップ

を開催した。このワークショップで、臨時情報対応について広範な課題を取り上げる中で、「逃

げトレ View」を用いた要支援者等の事前避難に要否判断についても扱った。2025 年 7 月、

高知県須崎市と佐川町において 2 回、ワークショップを実施、合計で 100 名以上の自治体職

員が参加した。 



本ワークショップでは、具体的には、第 1 に、臨時情報発表時の対応（特に、参加者が日向灘

地震を通して経験済みの「巨大地震注意」ではなく「巨大地震警戒」の発表時の対応）について、

架空のシナリオ（図 7）を基に、参加者の所属部局ごとにタイムラインに沿ってプラニングし、そ

の結果を相互に共有することで、対応の精度を上げることを目指した。表 1 は、参加者が記入

したプラニングシートのサンプルである。 

図 7 臨時情報対応ワークショップで用いた架空シナリオ 

 

 

表 1 臨時情報対応プラニングシート 

 



 また第 2 に、ワークショップに先立って、参加者の一部がアプリ「逃げトレ」を用いて、勤務す

る自治体内の適切な箇所（津波対策上ポイントなる地域など）で実際に避難訓練を実施し（図

8）、その結果を「逃げトレView」を用いて解析した結果ワークショップ当日に提示した。このセ

ッションは、「逃げトレ View」の効果と課題を検証する意味を有しており、上述した第 2 研究

を補完する役割を果たした。 

 なお、以上の実践のベースとなる基礎作業として、高知県黒潮町における臨時情報対応の実

際について、長期にわたる参与観察とインタビュー調査を通して検証するためのフィールドワ

ークも実施した。 

 

 

図 8 ワークショップに先だって実施された「逃げトレ」を用いた避難訓練 
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